
第1部 陸上交通の安全についての施策

　道路交通環境の整備については、これまでも警
察庁や国土交通省等の関係機関が連携し、幹線道
路と生活道路の両面で対策を推進してきたところ
であり、いずれの道路においても一定の事故抑止
効果が確認されている。
　しかし、我が国の歩行中・自転車乗用中の死者
数の割合は諸外国と比べて高いことから、歩行者
や自転車が多く通行する生活道路における安全対
策をより一層推進する必要がある。このため、今
後の道路交通環境の整備に当たっては、自動車交
通を担う幹線道路等と歩行者中心の生活道路の機
能分化を進め、身近な生活道路において、警察と
道路管理者が緊密に連携し、最高速度30キロメー
トル毎時の区域規制と物理的デバイスとの適切な
組合せにより交通安全の向上を図ろうとする区域
を「ゾーン30プラス」として設定し、人優先の安
全・安心な通行空間の整備の更なる推進を図る。
　な お、 対 策 の 検 討 や 効 果 検 証 に 当 た り、
ETC2.0プローブ情報等のデータの活用を図る。
　また、少子高齢化が一層進展する中で、こども
を事故から守り、高齢者や障害者が安全にかつ安
心して外出できる交通社会の形成を図る観点か
ら、安全・安心な歩行空間が確保された人優先の
道路交通環境整備の強化を図っていくものとする。
　そのほか、道路交通の円滑化を図ることによる
交通安全の推進に資するため、道路利用の仕方に
工夫を求め、輸送効率の向上や交通量の時間的・

空 間 的 平 準 化 を 図 る 交 通 需 要 マ ネ ジ メ ン ト
（TDM）施策を総合的に推進するとともに、情
報通信技術（ICT）等を用いて、人と道路と車と
を一体のシステムとして構築することで、安全性、
輸送効率及び快適性の向上や、渋滞の軽減等の交
通の円滑化を通じて環境保全に寄与することを目
的とした高度道路交通システム（ITS）の開発・
普及等を推進する。

１�　生活道路等における人優先の安全・安心
な歩行空間の整備

２�　高速道路の更なる活用促進による生活道
路との機能分化

３　幹線道路における交通安全対策の推進
４　交通安全施設等の整備事業の推進
５　高齢者等の移動手段の確保・充実
６　歩行空間のユニバーサルデザイン化
７　無電柱化の推進
８　効果的な交通規制の推進
９　自転車利用環境の総合的整備
10　ITSの活用
11　交通需要マネジメントの推進
12　災害に備えた道路交通環境の整備
13　総合的な駐車対策の推進
14　道路交通情報の充実
15　交通安全に寄与する道路交通環境の整備

　交通安全教育は、自他の生命尊重という理念の
下に、交通社会の一員としての責任を自覚し、交
通安全のルールを守る意識と交通マナーの向上に
努め、相手の立場を尊重し、他の人々や地域の安
全にも貢献できる良き社会人を育成する上で、重
要な意義を有している。交通安全意識を向上させ
交通マナーを身に付けるためには、人間の成長過

程に合わせ、生涯にわたる学習を促進して国民一
人一人が交通安全の確保を自らの課題として捉え
るよう意識の改革を促すことが重要である。また、
人優先の交通安全思想の下、こども、高齢者、障
害者等に関する知識や思いやりの心を育むととも
に、交通事故被害者等の痛みを思いやり、交通事
故の被害者にも加害者にもならない意識を育てる
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ことが重要である。
　このため、交通安全教育指針（平10国家公安委
員会告示15）等を活用し、幼児から成人に至るま
で、心身の発達段階やライフステージに応じた段
階的かつ体系的な交通安全教育を行う。特に、少
子高齢化が進展する中で、高齢者自身の交通安全
意識の向上を図るとともに、他の世代に対しても
高齢者の特性を知り、その上で高齢者を保護し、
こどもや高齢者に配慮する意識を高めるための啓
発指導を強化する。また、地域の見守り活動等を
通じ、地域が一体となって高齢者の安全確保に取
り組む。さらに、自転車を使用することが多い小
学生、中学生及び高校生に対しては、交通社会の
一員であることを考慮し、自転車利用に関する道
路交通の基礎知識、交通安全意識及び交通マナー
に係る教育を充実させる。
　学校においては、情報通信技術（ICT）を活用
した効果的な学習活動を取り入れながら、学習指
導要領等に基づき、体育科・保健体育科、特別活
動及び自立活動はもとより、各教科等の特質に応
じ、教育活動全体を通じて計画的かつ組織的に実
施するよう努めるとともに、学校保健安全法（昭
33法56）に基づき策定することとなっている学校
安全計画により、児童生徒等に対し、通学を含め
た学校生活及びその他の日常生活における交通安
全に関して、自転車の利用に係るものを含めた指
導を実施する。障害のある児童生徒等については、
特別支援学校等において、その障害の特性を踏ま
え、交通安全に関する指導を行うよう配慮する。
　交通安全教育・普及啓発活動を行うに当たって
は、参加・体験・実践型の教育方法を積極的に取
り入れるとともに、教材の充実を図りホームペー
ジに掲載するなどにより、インターネットを通じ
て地域や学校等において行われる交通安全教育の
場における活用を促進し、国民が自ら納得して安
全な交通行動を実践することができるよう、必要

な情報を分かりやすく提供することに努める。
　特に若年層に対しては、交通安全に関する効果
的な情報提供により交通安全意識の向上を図ると
ともに、自らも主体的に交通安全の啓発活動等に
取り組むことができる環境の整備に努める。
　交通安全教育・普及啓発活動については、国、
地方公共団体、警察、学校、関係民間団体、地域
社会、企業及び家庭がそれぞれの特性をいかし、
互いに連携を取りながら地域が一体となった活動
が推進されるよう促す。特に交通安全教育・普及
啓発活動に当たる地方公共団体職員や教職員の指
導力の向上を図るとともに、地域における民間の
指導者を育成すること等により、地域の実情に即
した自主的な活動を促進する。
　また、地域が一体となった交通安全教育・普及
啓発活動を効果的に推進するため、地域や家庭に
おいて、こども、父母、祖父母等の各世代が交通
安全について話し合い、注意を呼び掛けるなど世
代間交流の促進に努める。
　さらに、交通安全教育・普及啓発活動の実施後
には、効果を検証・評価し、より一層効果的な実
施に努めるとともに、交通安全教育・普及啓発活
動の意義、重要性等について関係者の意識が深ま
るよう努める。
　あわせて、在留外国人や訪日外国人に対しては、
多様な文化的背景への寛容さを基本としつつ、世
界一安全な交通社会を目指す我が国の交通ルール
を的確に伝えるよう努める。

１　段階的かつ体系的な交通安全教育の推進
２　効果的な交通安全教育の推進
３　交通安全に関する普及啓発活動の推進
４�　交通の安全に関する民間団体等の主体的
活動の推進

５�　地域における交通安全活動への参加・協
働の推進

　安全運転を確保するためには、運転者の能力や
資質の向上を図ることが必要であるため、運転者
のみならず、これから運転免許を取得しようとす

る者までを含めた運転者教育等の充実に努める。
特に、今後大幅に増加することが予想される高齢
運転者に対する教育等の充実を図る。
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　また、運転者に対して、運転者教育、安全運転
管理者による指導、その他広報啓発等により、横
断歩道においては歩行者が優先であることを含
め、高齢者や障害者、こどもを始めとする歩行者
や自転車に対する保護意識の向上を図る。
　さらに、訪日外国人に対しては、関係団体と連
携し、偽造国際運転免許証の利用を防止するとと
もに、安全運転のための我が国の交通ルールとマ
ナーの周知に努める。
　今後の自動車運送事業の変化を見据え、企業・
事業所等が交通安全に果たすべき役割と責任を重
視し、企業・事業所等の自主的な安全運転管理対
策の推進及び安全対策の充実を図るとともに、関
係機関とも連携の上、交通労働災害防止のための
ガイドラインの普及等を図るための取組を進め
る。加えて、全国交通安全運動や年末年始の輸送
等安全総点検等も活用し、安全対策を推進する。
　軽井沢スキーバス事故を踏まえて取りまとめた
85項目に及ぶ「安全・安心な貸切バスの運行を実
現するための総合的な対策」を着実に実施する。
また、「事業用自動車総合安全プラン2025」に基
づく安全対策の推進等により、引き続き、事業用
自動車の輸送の安全の確保を図るとともに、次期
「事業用自動車総合安全プラン」の策定を行う。
　また、事業者が社内一丸となって安全管理体制
を構築・改善し、国がその実施状況を確認する運
輸安全マネジメント評価については、運輸防災マ
ネジメント指針を活用し、自然災害への対応を運
輸安全マネジメント評価において重点的に確認す
るなど、事業者の取組の深化を促進する。
　さらに、天候の変化等、道路交通の安全に影響
を及ぼす情報の適時・適切な提供を実現するため、
情報通信技術（ICT）の活用等による道路交通に
関連する総合的な情報提供の充実を図る。
　道路交通に影響を及ぼす自然現象について、次

の施策を実施する。
　気象庁では、線状降水帯の予測精度向上を始め
とする防災気象情報の高度化や、洪水や土砂災害
等の危険度の高まりを地図上に示す「キキクル（危
険度分布）」の更なる周知等、防災気象情報がよ
り一層、避難を始めとする防災対策に役立てられ
るよう、取組を順次進めており、令和８年度から、
「顕著な大雨に関する気象情報」について、線状
降水帯による大雨からの避難に資するよう、２～
３時間前に発表を行うことを目標としている。
　津波警報等については、運用を確実に行い、迅
速かつ的確な津波警報等の発表に努めるととも
に、周知・広報を図る。また、緊急地震速報につ
いて、周知・広報の取組を推進するとともに、迅
速化及び精度向上を図る。さらに、国立研究開発
法人防災科学技術研究所が整備する「南海トラフ
海底地震津波観測網（N-net）」の観測データの活
用を進め、地震・津波監視体制の拡充を図る。火
山については、全国111の活火山において、火山
活動の監視・評価の結果に基づき噴火警報等及び
降灰予報の的確な発表に努める。噴火警報等に関
しては、平常時からの火山防災協議会における避
難計画の共同検討を通じて、噴火時等の「警戒が
必要な範囲」と「とるべき防災対応」を５段階で
示した噴火警戒レベルの改善を推進するととも
に、「火山防災の日」に関連して、火山防災に関
する周知・広報の取組を推進する。

１　運転者教育等の充実
２　運転免許制度の改善
３　安全運転管理の推進
４�　事業用自動車の安全プラン等に基づく安
全対策の推進

５　交通労働災害の防止等
６　道路交通に関連する情報の充実

　近年、交通事故死者数は減少傾向にあるものの、
令和６年中には2,663人が亡くなるなど、依然と
して多くの命が交通事故で失われている。第11次
交通安全基本計画においては、７年までに交通事

故死者数を2,000人以下とする目標が設定されて
いる。この交通事故削減目標の達成に向けて、「安
全基準等の拡充・強化」、「先進安全自動車（ASV）
推進計画」、「自動車アセスメント」の３つの施策
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を有機的に連携させ、車両安全対策の推進に取り
組む。
　先進安全自動車（ASV）について、事故分析を
基に車両の開発・普及の促進を一層進めるととも
に、先進技術に関する理解醸成の取組を推進する。
また、高齢運転者による事故を踏まえ、サポカー
ポータルサイトでサポカーの機能の情報発信を行
うほか、EV・PHEV等の購入補助による新車へ
の買い換え促進や広報動画等の活用を通じて、後
付け装置も含めたサポカーの普及啓発に引き続き
取り組むとともに、車両安全対策を推進する。
　さらに、交通安全の飛躍的向上に資する自動運
転について、より高度な自動運転機能に係る基準
策定、自動運転移動サービスの実現とサービスの
普及・拡大に向けた技術開発・実証実験等の取組
を推進する。
　加えて、自動車が使用される段階においては、
自動車にはブレーキ・パッド、タイヤ等走行に伴
い摩耗・劣化する部品や、ブレーキ・オイル、ベ
ルト等のゴム部品等走行しなくても時間の経過と
ともに劣化する部品等が多く使用されており、適
切な保守管理を行わなければ、不具合に起因する
事故等の可能性が大きくなることから、自動車の
適切な保守管理を推進する必要がある。このため
自動車使用者による点検整備を引き続き推進する。
　自動車の保守管理は、一義的には、自動車使用
者の責任の下になされるべきであるが、自動車は、
交通事故等により運転者自身の生命、身体のみで
なく、第三者の生命、身体にも影響を与える危険
性を内包しているため、自動車検査により、各車
両の安全性の確保を図る。
　また、令和６年10月に自動車検査に導入された
「OBD検査」について、適確に運用する。

　自動運転を始めとする最新の自動車技術に迅速
に対応し、自動車の安全・環境性能を確保するた
め、型式指定制度やソフトウェアアップデートに
係る許可制度等を適切に運用していく。
　また、複数の自動車メーカー等で判明した型式
指定申請に係る不正事案に対する再発防止を行
い、更なる安全・安心の確保を図るため、令和６
年12月の検討会とりまとめを踏まえ、実効性のあ
る措置を講じていく。
　さらに、近年、自動車メーカーの垣根を越えて
自動車部品の共通化・モジュール化が進んでいる
ことから、自動車メーカー等からの情報収集を推
進するなど、リコール制度の適切な運用に努める。
　自転車の安全性を確保するため、関係団体が実
施している自転車の安全性向上を目的とする各種
マーク制度（BAAマーク、幼児２人同乗基準適
合車マーク、SBAA PLUSマーク、TSマーク、
SGマーク、JISマーク）の普及に努めるとともに、
安全性の高い自転車の供給・普及のため、自転車
技士及び自転車安全整備士に関する制度を支援す
る。また、近年、歩行者との事故等自転車の利用
者が加害者となる事故に関し、高額な賠償額とな
るケースもあり、こうした賠償責任を負った際の
支払原資を担保し、被害者の救済の十全を図るた
め、損害賠償責任保険等への加入を促進する。

１　車両の安全性に関する基準等の改善の推進
２　自動運転車の安全対策・活用の推進
３　自動車アセスメント情報の提供等
４　自動車の検査及び点検整備の充実
５　リコール制度の充実・強化
６　自転車の安全性の確保

　交通ルール無視による交通事故を防止するため
には、交通指導取締り、交通事故事件捜査、暴走
族等対策を通じ、道路交通秩序の維持を図る必要
がある。
　このため、交通事故実態の分析結果等に基づき、
飲酒運転のほか、著しい速度超過等の死亡事故等

重大事故に直結する悪質性・危険性の高い違反及
び地域住民からの取締り要望の多い迷惑性の高い
違反に重点を置き、これらの違反を行う運転者へ
の注意喚起に結びつくような広報と一体となった
交通指導取締りを推進する。
　また、パトカー等による警戒活動や通学時間帯、
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薄暮時間帯における街頭活動を推進するほか、交
通事故抑止対策について国民の理解を深めるた
め、取締りの方針や効果の情報発信に努めるなど、
交通事故抑止に資する取組を推進する。
　さらに、生活道路や通学路等の取締りスペース
の確保が困難な場所や警察官の配置が困難な深夜
等の時間帯において速度取締りが行えるよう、可
搬式の速度違反自動取締装置について、全国的な
整備拡充を図る。
　また、妨害運転等の悪質・危険な運転に対して
は、新設された罰則等を活用し、引き続き、厳正
な取締りを推進する。
　さらに、信号機のない横断歩道における歩行者
の優先等を徹底するため、運転者に対し、横断中
はもとより横断しようとする歩行者の保護に資す
る指導を重点的に行うとともに、こども・高齢者
の横断が多い箇所においては適切に検挙措置を講
じる。
　加えて、事故原因の徹底究明を求める国民の意
識の高まり等を踏まえ、適正かつ緻密な交通事故
事件捜査を推進するため、捜査体制及び装備資機

材等の充実強化を図る。また、交通事故事件等の
捜査においては、初動捜査の段階から自動車の運
転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法
律（平25法86）第２条若しくは第３条（危険運転
致死傷罪）又は第４条（過失運転致死傷アルコー
ル等影響発覚免脱罪）の立件も視野に入れた捜査
の徹底を図る。
　なお、危険・悪質な運転行為による死傷事犯に
係る罰則の在り方については、法制審議会におい
て調査審議が行われており、答申が得られたとき
は、それを踏まえて所要の措置を講じる。
　このほか、暴走族等対策を強力に推進するため、
関係機関・団体が連携し、地域が一体となって暴
走族追放気運の高揚に努め、暴走行為をさせない
環境づくりを推進するとともに、取締り体制及び
装備資機材の充実強化を図る。

１　交通指導取締りの強化等
２�　交通事故事件等に係る適正かつ緻密な捜
査の一層の推進

３　暴走族等対策の推進

　交通事故による負傷者の救命を図り、また、被
害を最小限にとどめるため、高速自動車国道を含
めた道路上の交通事故に即応できるよう、救急医
療機関、消防機関等の救急関係機関相互の緊密な
連携・協力関係を確保しつつ、救助・救急体制及
び救急医療体制の整備を図る。
　特に、負傷者の救命率・救命効果の一層の向上
を図る観点から、救急現場又は搬送途上において、

医師、看護師、救急救命士、救急隊員等による一
刻も早い救急医療、応急処置等を実施するための
体制整備を推進する。

１　救助・救急体制の整備
２　救急医療体制の整備
３　救急関係機関の協力関係の確保等

　交通事故被害者等は、交通事故により多大な肉
体的、精神的及び経済的打撃を受けたり、又はか
けがえのない生命を絶たれたりするなど、深い悲
しみやつらい体験をされており、このような交通
事故被害者等を支援することは極めて重要である
ことから、犯罪被害者等基本法（平16法161）等
の下、交通事故被害者等のための施策を総合的か

つ計画的に推進する。
　自動車損害賠償保障法（昭30法97）は、被害者
の保護を図る目的で、自動車の保有者側に常に賠
償能力を確保させるために、原則として全ての自
動車について自動車損害賠償責任保険（共済）の
契約の締結を義務付けるとともに、保険会社（組
合）の支払う保険（共済）金の適正化を図り、ま

救助・救急活動の充実第６節

被害者支援の充実と推進第７節
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た、政府において、ひき逃げや無保険（無共済）
車両による事故の被害者を救済するための自動車
損害賠償保障事業及び重度後遺障害者への介護料
の支給や療護施設の設置等の被害者救済対策事業
等を行うことにより、自動車事故による被害者の
保護、救済を図っており、今後も更なる被害者の
保護の充実を図るよう措置する。
　今後も「被害者保護増進等事業に関する検討会」
を通じた施策の効果検証等を踏まえ、被害者支援
等の更なる充実に取り組むとともに、自動車事故
被害者への情報提供の充実、自賠制度に係る自動
車ユーザーの理解促進にも取り組み、安全・安心
なクルマ社会を実現していく。
　また、交通事故被害者等は、精神的にも大きな
打撃を受けている上、各種被害者支援制度に係る
知識、情報が乏しいことが少なくないことから、
交通事故に関する相談を受けられる機会を充実さ
せるとともに、交通事故の概要、捜査経過等の情
報を提供し、被害者支援を積極的に推進する。こ

の点、国土交通省保障制度参事官室では、自動車
事故被害者御本人やその御家族等が、事故の概要
等の記録を残すこと、警察、独立行政法人自動車
事故対策機構（ナスバ）や自治体、民間被害者支
援団体等で行われている支援制度を知ること等を
目的とした「交通事故被害者ノート」を作成して
おり、このノートが必要とする事故被害者の方々
のお手元に届き、不安の解消やサポートにつなが
るよう、引き続き周知に取り組む。
　国土交通省公共交通事故被害者支援室において
は、関係者からの助言を得ながら、外部の関係機
関とのネットワークの構築、公共交通事業者によ
る被害者等支援計画作成の促進等、公共交通事故
の被害者等への支援の取組を着実に進めていく。

１　自動車損害賠償保障制度の充実等
２　損害賠償の請求についての援助等
３　交通事故被害者等支援の充実強化

　交通事故の要因は近年ますます複雑化、多様化
してきており、直接的な要因に基づく対症療法的
対策のみでの解決は難しくなりつつある中、有効
かつ適切な交通対策を推進するため、その基礎と
して必要な研究開発の推進を図ることが必要であ
る。この際、交通事故は人・道・車の三要素が複
雑に絡んで発生するものといわれていることか
ら、三要素それぞれの関連分野における研究開発
を一層推進するとともに、各分野の協力の下、総
合的な調査研究を充実することが必要である。
　また、交通安全対策についてはデータを用いた
事前評価、事後評価等の客観的分析に基づいて実
施するとともに、事後評価で得られた結果を他の
対策に役立てるなど結果をフィードバックする必
要がある。
　このため、道路交通の安全に関する研究開発の
推進を図るとともに、死亡事故のみならず重傷事
故等も含め交通事故の分析を充実させるなど、道
路交通事故要因の総合的な調査研究の推進を図る
こととする。

　研究開発及び調査研究の推進に当たっては、交
通の安全に関する研究開発を分担する国及び国立
研究開発法人の試験研究機関について、研究費の
充実、研究設備の整備等を図るとともに、研究開
発に関する総合調整の充実、試験研究機関相互の
連絡協調の強化等を図る。さらに、交通の安全に
関する研究開発を行っている大学、民間試験研究
機関との緊密な連携を図る。
　加えて、交通の安全に関する研究開発の成果を
交通安全施策に取り入れるとともに、地方公共団
体に対する技術支援や、民間に対する技術指導、
資料の提供等によりその成果の普及を図る。また、
交通の安全に関する調査研究についての国際協力
を積極的に推進する。

１�　道路交通の安全に関する研究開発及び調
査研究の推進

２�　道路交通事故原因の総合的な調査研究の
充実強化

研究開発及び調査研究の充実第８節
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　鉄道交通の安全を確保するためには、鉄道線路、
運転保安設備等の鉄道施設等について常に高い信
頼性を保持し、システム全体としての安全性の基
礎を構築する必要がある。このため、鉄道施設の
維持管理等の徹底を図るとともに、運転保安設備
の整備、鉄道施設の耐震性の強化、豪雨・浸水対
策の強化等を促進し、安全対策の推進を図る。
　また、駅施設等について、高齢者・視覚障害者
を始めとする全ての旅客のプラットホームからの
転落・接触等を防止するため、ホームドアの整備
を加速化するとともに、ホームドアのない駅での

視覚障害者の転落事故を防止するため、新技術等
を活用した転落防止策を推進する。

１　鉄道施設等の安全性の向上
２　鉄道施設の老朽化対策の推進
３　鉄道施設の豪雨・浸水対策の強化
４　鉄道施設の地震対策の強化
５�　駅ホームにおける安全性向上のための対
策の推進

６　運転保安設備等の整備

　運転事故の約９割を占める人身障害事故と踏切
障害事故の多くは、利用者や踏切通行者、鉄道沿
線住民等が関係するものであることから、これら
の事故の防止には、鉄道事業者による安全対策に
加えて、利用者等の理解と協力が必要である。こ
のため、学校、沿線住民、道路運送事業者等を幅
広く対象として、関係機関等の協力の下、全国交
通安全運動や踏切事故防止キャンペーンの実施、

首都圏の鉄道事業者が一体となって、酔客に対す
る事故防止のための注意喚起を行うプラットホー
ム事故０（ゼロ）運動等において広報活動を積極
的に行い、鉄道の安全に関する正しい知識を浸透
させる。また、これらの機会を捉え、駅ホーム及
び踏切道における非常押ボタン等の安全設備につ
いて分かりやすい表示の整備や非常押ボタンの操
作等の緊急措置の周知徹底を図る。

　重大な列車事故を未然に防止するため、鉄道事
業者への保安監査等について、計画的な保安監査
のほか、同種トラブルの発生等の際にも臨時に保
安監査等を行う。保安監査の実施に当たっては、
メリハリの効いたより効果的な保安監査を実施す
ることにより、鉄道輸送の安全を確保するととも
に、万一大規模な事故等が発生した場合には、迅
速かつ的確に対応する。また、年末年始の輸送等
安全総点検により、事業者の安全意識を向上させ
る。
　運転士の資質の保持を図るため、運転管理者が
教育等について適切に措置を講ずるよう指導する。

　事故情報及び安全上のトラブル情報を関係者間
に共有できるよう、情報を収集し、速やかに鉄道
事業者へ周知する。
　さらに、鉄道交通に影響を及ぼす自然現象につ
いて計画的な休止の判断や安全な運行を支援する
ため、線状降水帯による大雨に関する情報提供の
高度化等を通して、気象情報等の充実を図る。
　また、事業者が社内一丸となって安全管理体制
を構築・改善し、国がその実施状況を確認する運
輸安全マネジメント評価については、運輸防災マ
ネジメント指針を活用し、自然災害への対応を運
輸安全マネジメント評価において重点的に確認す

鉄道交通の安全についての施策第２章

鉄道交通環境の整備第１節

鉄道交通の安全に関する知識の普及第２節

鉄道の安全な運行の確保第３節
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るなど、事業者の取組の深化を促進する。
　鉄道事業者に対し、大型の台風が接近・上陸す
る場合等、気象状況により列車の運転に支障が生
ずるおそれが予測されるときは、一層気象状況に
注意するとともに、安全確保の観点から、路線の
特性に応じて、前広に情報提供した上で計画的に
列車の運転を休止するなど、安全の確保に努める
よう指導する。
　また、事故・災害発生時や計画運休の実施時等
において、鉄道事業者に対し、外国人を含む利用
者に対する適切な情報提供を行うよう指導する。
　国立研究開発法人防災科学技術研究所におい
て、海域で地震が発生した場合に、いち早く地震
動を検知することにより新幹線の緊急制御へ活用

できるよう、日本海溝沿いや南海トラフ沿いに設
置された海底地震計の観測データを鉄道事業者に
リアルタイムに配信し、新幹線の安全運行を支援
する。

１　保安監査の実施
２　運転士の資質の保持
３　安全上のトラブル情報の共有・活用
４　気象情報等の充実
５�　大規模な事故等が発生した場合の適切な
対応

６　運輸安全マネジメント評価の実施
７　計画運休への取組

　鉄道車両に係る新技術、車両故障等の原因分析
結果及び車両の安全性に関する研究の成果を速や
かに技術基準等に反映させる。また、検査の方法・
内容についても充実させ、鉄道車両の安全性の維
持向上を図る。

１�　鉄道車両の構造・装置に関する保安上の
技術基準の改善

２　鉄道車両の検査の充実

　踏切事故は、減少傾向にあるが約２日に１件、
約４日に１人死亡するペースで発生していること
や、ピーク時の遮断時間が40分以上となる「開か
ずの踏切」が全国に500か所以上あるなど、対策
の必要な踏切が多数存在しており、引き続き強力
に踏切道の改良を促進する必要がある。踏切対策
については、立体交差化、構造改良、歩行者等立
体横断施設の整備、踏切保安設備の整備、交通規
制、第４種踏切道を含めた統廃合等の対策を実施
すべき踏切道がなお残されている現状にあるこ
と、これらの対策が、同時に渋滞の軽減による交
通の円滑化や環境保全にも寄与することを考慮
し、開かずの踏切への対策や高齢者等の歩行者対
策等、それぞれの踏切の状況等を勘案しつつ、よ
り効果的な対策を総合的かつ積極的に推進するこ
ととする。特に、構造改良については、列車と車
両等の衝突による事故を減らすため、狭小な踏切

道や歩道が無い踏切道の拡幅、事故が多発する構
造等に課題のある踏切道の対策等を含めた総合的
かつ一体的な対策を推進する。
　また、改正踏切道改良促進法（令３法９）に基
づき、前述の踏切対策に加え踏切周辺道路の整備、
踏切前後の滞留スペースの確保、駅の出入口の新
設、バリアフリー化のための平滑化や、令和６年
１月に改定した「道路の移動等円滑化に関するガ
イドライン」を踏まえた特定道路等を優先とした
踏切道における踏切道内誘導表示等の整備等、総
合的な対策を推進する。さらに、災害時の管理方
法の指定制度に基づき、災害時の管理の方法を定
めるべき踏切道として指定した緊急輸送道路上等
の踏切道について、鉄道事業者・道路管理者の連
携による災害時の踏切優先開放等の措置を確実に
実施する取組を進め、災害時の的確な管理の促進
を図る。一方、道路管理者、鉄道事業者が連携し、

鉄道車両の安全性の確保第４節

踏切道における交通の安全についての対策第５節

8

第１部　陸上交通の安全についての施策



踏切の諸元や対策状況、事故発生状況等の客観的
データに基づき作成・公表した「踏切安全通行カ
ルテ」により、踏切道の効果検証を含めたプロセ
スの「見える化」を進めつつ、今後の対策方針等
を取りまとめ、踏切対策を推進する。

１�　踏切道の立体交差化、構造の改良及び歩
行者等立体横断施設の整備の促進

２�　踏切保安設備の整備及び交通規制の実施
（高齢者等の歩行者対策の推進）

３　踏切道の統廃合の促進
４�　その他踏切道の交通の安全及び円滑化等
を図るための措置

　鉄道の重大事故等に備え、避難誘導、救助・救
急活動を迅速かつ的確に行うため、訓練の充実や
鉄道事業者と消防機関、医療機関その他の関係機
関との連携・協力体制の強化を図る。

　また、事業所（鉄道事業者を含む。）に対する、
自動体外式除細動器（AED）の使用も含めた心
肺蘇生法等の応急手当の普及啓発活動を推進する。

　国土交通省公共交通事故被害者支援室において
は、関係者からの助言を得ながら、外部の関係機
関とのネットワークの構築、公共交通事業者によ

る被害者等支援計画作成の促進等、公共交通事故
の被害者等への支援の取組を着実に進めていく。

　引き続き、運輸安全委員会は、独立性の高い専
門の調査機関として、鉄道の事故及び重大インシ
デントの調査により原因を究明し、国土交通大臣
等に再発防止及び被害の軽減に向けた施策等の実
施を求めていく。

　調査においては、ドローン、３Dスキャン装置、
CTスキャン装置等を活用し、より多様な事故現
場又は事故対象物品に対して高精度なデータを取
得するなど、新たな調査手法の導入により科学的
かつ客観的な解析能力の強化を目指す。

　鉄道の安全性向上に関する研究開発を推進する。

救助・救急活動の充実第６節

被害者支援の推進第７節

鉄道事故等の原因究明と事故等防止第８節

研究開発及び調査研究の充実第９節

9

第２章　道路交通の安全についての施策


